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《 財　　務　　指　　標 》　　　　

①　経常収支比率（比率が高いほど良好）

  　

②　営業収支比率（比率が高いほど良好）
　

※　各グラフの全国の数値は、地方公営企業年鑑（総務省）のものです。各年度までに公営企
  業会計に移行した都道府県のデータにより算出されています（H29：3都県、H30：5都府県、
  R元：14都府県、R2：42都道府県）。

　本来の事業活動による収益性を示す営業収支比率
は48.1％で前年度比6.8ポイント低下しています。
　これは、令和2年4月から企業会計に移行したた
め、前年度の収益に打ち切り決算に伴う前々年度の
収益の一部が含まれていたためです。営業収益は市
町村維持管理費負担金のみであるのに対し、営業費
用約72.3億に市町村維持管理費負担金の算定基礎に
入っていない減価償却費が約38.4億円含まれている
ため、低い割合となっています。なお、減価償却費
に応じた収益となる長期前受金戻入は営業外収益に
計上されています。他県等も同じ状況であるため、
ほぼ同じ割合となっています。

　収益で費用をどの程度賄うことができるかを示す
経常収支比率は121.1％で、前年度比16.0ポイント
上昇しています。
　これは、特別損失に係る長期前受金の収益化が含
まれているためです。減価償却費に応じた長期前受
金を収益化し、また、人件費及び企業債支払利息に
係る必要額を一般会計繰入金で受け入れているた
め、100％を超えています。特別な要因がなけれ
ば、他県等と同様にほぼ100％となります。 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

経常収益県 8,009 9,038

経常費用県 7,617 7,462

経常収支比率県 105.1 121.1

経常収支比率全国 102.1 98.6 100.5 101.7
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③　流動比率（比率が高いほど良好）

　　

④　自己資本構成比率（比率が高いほど良好）

　

　事業の健全性を示す自己資本構成比率は83.2％で前年度
比0.7ポイント上昇しています。
  これは、剰余金が増加したためです。建設改良費の財源
である国庫補助金及び市町村負担金等が長期前受金として
繰延収益に計上され、企業債への依存度合いが低いため、
安定した資本構成となっています。他県等とほぼ同じ割合
となっています。

　資金繰りの余裕を示す流動比率は108.6％で、前年度比
12.0ポイント低下しています。
  これは、期末の預金残高が減少したこと及び県北浄化セ
ンターに係る災害復旧関係の未払金が増加したためです。
市町村負担金、企業債及び一般会計繰入金等の収入により、
短期債務に対する必要な支払資金を確保しているため、
100%を超えています。他県等はほぼ100％となっています。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
県 120.6 108.6

全国 142.7 95.8 97.1 100.4
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⑤　企業債残高対事業規模比率

　　

⑥　有形固定資産減価償却率

　

　資産の老朽化度合いを示す有形固定資産減価償却率は8.7％で、前年
度比3.7ポイント上昇しています。
　これは、固定資産の大規模な更新等がなければ、毎年上昇していく
ためです。公営企業会計に移行した令和2年4月1日現在の資産の評価額
を帳簿原価として令和2年度から減価償却を開始したため、低い割合と
なっています。他県等が31.5％となっているのは、令和2年以前より公
営企業会計方式としている東京都や埼玉県の数値を含んでいるためで
す。

　企業債残高の規模を示す企業債残高対事業規模比率は441.2％で、
前年度比44.7ポイント上昇しています。
　これは、営業収益が減少したためです。企業債の元金償還に当た
っては、必要額を一般会計出資金及び市町村負担金で賄っています。
他県等より事業資産規模が小さく企業債残高が少ないため、他県等
より低い割合となっています。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
県 5.0 8.7

全国 44.4 48.8 39.0 31.5
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 経常収支比率は100.7％で、前年度比5.1ポイント低下

 しています。

　 これは、給水収益は増加しましたが、電力単価コス

 が増加したことによるものです。

　 全国平均と比較して本県の比率が低くなっているの

 は、5年間の収支が均衡するように料金設定をしてい

 るためで、100%前後で推移する計画となっています。

　経常収益

経常収支比率＝              ×100

　経常費用

 かを表す営業収支比率は90.7％で、前年度比0.1ポイ

 ント低下しています。

　 これは、①と同様、 給水収益は増加しましたが、

 り営業費用が増加したことによるものです。

　 全国平均と比較して本県の比率が低くなっている

 のは、①と同様の理由です。

　営業収益

営業収支比率＝              ×100

　営業費用

《財　務　指　標》　　　　　　　　　（※　各グラフの全国の数値は、地方公営企業年鑑（総務省）のものです。）

① 経常収支比率（比率が高いほど良好）

　 収益で費用をどの程度賄うことができるかを表す

 トの増や小名浜ポンプ場外壁防水工事により営業費用

② 営業収支比率（比率が高いほど良好）

　 本業の給水収益で費用をどの程度賄うことができる

 電力コストの増、小名浜ポンプ場の外壁防水工事によ
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 年度比176.8ポイント上昇しています。

 償還することに伴い、1年以内に償還予定の流動負

 債に計上されたことにより一時的に低下していた

 はありません。

　 全国平均と本県の比率は同程度となっています。

　流動資産

流動比率＝              ×100

　流動負債

　 事業の健全性を示す自己資本構成比率は66.7％で、

 前年度比0.7ポイント上昇しています。

   これは、企業債繰上償還に伴い企業債残高が減少

 したためです。

　 全国平均と比較して本県の比率が低くなっている

 のは、本県は企業債残高が大きいためです。今後の

 比率の動きに留意する必要があります。

             　　　　　  ×100

　　　負債・資本合計

③ 流動比率（比率が高いほど良好）

　 資金繰りの余裕を示す流動比率は430.2％で、前

   これは、前年度は好間工業用水道の企業債を繰上

 ためです。今年度は例年並に上昇し支払能力に問題

④ 自己資本構成比率（比率が高いほど良好）

自己資本
構成比率＝
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 給水収益比率は525.3％で、前年度比25.2ポイント低下して

 います。

   これは、企業債残高が減少した一方、給水収益は増加

 に対し、施設の改築・更新等に伴い、企業債残高が増加す

 る傾向は続いており、全国平均と比較して本県の比率が高

 い水準で推移しています。

　 今後の比率の動きに留意する必要があります。

企業債現在高合計

             　　 ×100

　　給水収益

 資産減価償却率は47.2％で、前年度比0.8ポイント上昇

 しています。ここ数年、徐々に上昇していることから、

有形固定資産減価償却累計額

             　　 　　　×100

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価

 施設・設備の改築・更新を計画的に進める必要があります。

企業債残高対
給水収益比率＝

⑤ 企業債残高対給水収益比率

　 投資規模や給水料金水準等の適正性を表す企業債残高対

 したことによるものです。

　 ただし、ここ数年、給水収益が微増にとどまっているの

⑥ 有形固定資産減価償却率

　 施設の老朽化の状況、更新の必要性を表す有形固定

　 全国平均と比較して本県の比率が低くなっているのは、

 中長期計画に基づく更新工事を進めていることが要因と

 考えられます。

有形固定資産
減価償却率＝
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  7円29銭で、前年度比17銭高くなっています。

 増加したためです。

　 全国平均と比較して低くなっているのは、低廉

 な工業用水を供給しているためと考えられます。

　　給水収益

供給単価＝

　年間総給水量

 度比12銭高くなっています。これは、給水量が増加

 した一方、主に電力単価の増、小名浜ポンプ場外壁

　 全国平均と比較して低くなっているのは、①と同様、

 低廉な工業用水を供給しているためと考えられます。

　　経常費用

給水原価＝

　年間総給水量

《業　務　指　標》　　　　　　　　　（※　各グラフの全国の数値は、地方公営企業年鑑（総務省）のものです。）

 防水工事により経常費用が増加したためです。

① 供給単価（単価が高いほど良好）

　 給水量1㎥当たりの給水収益を表す供給単価は

 これは、料金改定と好間工業用水道で契約水量が

② 給水原価（単価が低いほど良好）

　 給水量１㎥当たりの給水原価は8円28銭で、前年

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

県 6.89 7.06 7.07 7.12 7.29

全国 28.98 28.93 29.34 29.82

供
給
単
価

供供給給単単価価（（円円））

0.00
2.00
4.00
6.00
8.00

10.00
12.00
14.00
16.00
18.00
20.00

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

県 7.88 8.14 8.42 8.16 8.28

全国 18.33 18.71 18.60 18.87

給
水
原
価

給給水水原原価価（（円円））

−  32  −



 するための指標である施設利用率は59.3％で、前年度

 比1.0ポイント上昇しています。

　 これは、新規契約や増量契約により、実際の配水量

　 全国平均と比較して高い比率となっているのは、

 小名浜工水において高くなっているのが要因と考えら

 れます。

一日平均配水量

施設利用率＝              　×100

 一日配水能力

 る契約率は74.7％で、前年度比0.2ポイント上昇して

 います。

   これは、新規契約や増量契約により、契約水量が

　　契約水量

契約率＝              　×100

 一日配水能力

 増加したためです。

　 全国平均と比較して同程度となっています。

③ 施設利用率（比率が高いほど良好）

　 施設の利用状況や、施設の規模が適正かどうか判断

 が前年度より増加したことによるものです。

④ 契約率（比率が高いほど良好）

　 収益性及び未売水の状況を判断するための指標であ
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産業立地策と工業統計出荷額からみた企業局約 年のあゆみ
－ 工業統計：企業局関係（誘致企業＋工業用水道利用企業）の製造品出荷額は県全体の約 －

企業局資料を加工

内陸部の開発、加工組立業
地方分散の促進

国内製造業の空洞化
経済のグローバル化

産業の高度化、競争力のある産業育成
東日本大震災からの復興

新産業都市建設促進法
～ 常磐・郡山地域）

テクノポリス法 ～ 郡山地域）
工場等制限法 ～ 工業再配置促進

～ ） 工場立地法（ ～）

産業クラスター政策 ～）
地域未来投資促進法 ～）

地域産業集積活性化法 ～ ）

臨海部における
重化学工業の推進

1960 20202010200019901970 1980

磐城工業用水道第 期建設（ ～） 磐城工業用水道第２期建設
勿来工業用水道建設 小名浜工業用水道建設

好間工業用水道建設

相馬工業用水道建設（第 期）

鮫川ダム総合開発計画決定 相馬地域総合開発計画策定
小名浜港湾整備計画

ダム、工業用水道、工業団地、発電の各整備 ダム、工業用水道、工業団地、住宅団地、発電、港湾の各整備 国際物流ターミナル「電力等向けのエネルギー」で企業局と関係が深い

企業局事業は
地域開発と
密接な関係

（注意）一部企業名が譲渡時の名称を用いているものもあります。
工業団地の横の数字は、分譲企業数をあらわしています。
出荷額のピークは ですが、調査項目の変更がありました。

単位 億円

小名浜中央工業団地 社

郡山中央工業団地 ３社

本宮工業団地 １社

小名浜臨海工業団地〔内陸部２期〕 社

会津若松工業団地 社

白坂工業団地 ５社
玉川工業団地 ５社

保原工業団地 ３社

須賀川工業団地 １社
田村西部工業団地 社

いわき四倉中核工業団地
第 期区域 ３社

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク

東
日
本
大
震
災

米
国
同
時
多
発
テ
ロ

バ
ブ
ル
崩
壊

プ
ラ
ザ
合
意
（
円
高
進
行
）

オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク

バ
ブ
ル
崩
壊

ア
ジ
ア
通
貨
危
機

令
和
元
年
東
日
本
台
風

福
島
県
沖
地
震
、
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
拡
大

新白河ビジネスパーク 社

新白河ライフパーク 区画

新白河 工区 １社

欧
州
連
合

創
設

ベ
ル
リ
ン
の
壁
崩
壊

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
崩
壊

高度経済成長期

福
島
空
港
開
港

半導体

景気低迷、地価下落、グローバル化による海外移転等から
国内への企業立地に大きな変化組入資本金を最大約 億円 まで積上

企
業
局
発
足

新白河 工区 ４社

中
国
の

が
世
界
第
二
位
に

【参考】 相馬工場の立地

小名浜臨海工業団地
〔内陸部１期、臨海部〕コンビナート形成

１
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分譲面積
分譲企業数 社
代表的な製造企業

５．小名浜臨海工業団地

東証 部上場企業

グループ企業等が東証 部上場
ジャスダック、東証 部上場
非上場企業など

枠囲みの説明 注意 東証再編前の区分）

東証 部上場企業（本社福島県内）

南相馬市工業用水道 旧名称：原町工業用水道）
企業局で整備し、 に南相馬市へ譲渡）
原町火力発電所等へ給水

新産業都市指定

新産業
都市指定

高柴ダム

真野ダム

四時ダム

小玉ダム

（ 区画 完売） ２．玉川住宅団地（ 区画 完売）

鮫川ダム総合
開発計画決定

相馬地域
総合開発
計画策定

（注意）一部企業名が譲渡時の名称を用いている場合があります。一部企業の加工賃収入を含めているため工業統計出荷額等としています。
電力、運輸、観光サービスなど製造業以外のデータは含まれていません。このため県内生産活動への寄与はもっと大きなものがあります。
工業団地と工業用水の両方に該当する場合は、工業団地に計上しています。 分譲済 ～ 分譲中 ～

８ 保原工業団地

５ 相馬工業用水道
給水先 １事業所
代表的な製造企業

会津若松工業団地
分譲面積
分譲企業数 社
代表的な製造企業

４ 好間工業用水道
給水先 ９事業所
代表的な製造企業

１ 磐城工業用水道
給水先 事業所
代表的な製造企業

３ 小名浜工業用水道
給水先 事業所 磐城工水も使用
代表的な製造企業

※海水を原水のまま供給している唯一
の公営企業

１ 小名浜中央工業団地
分譲面積
分譲企業数 社
代表的な製造企業

２ 勿来工業用水道
給水先 事業所
代表的な製造企業

南台

３ 郡山中央工業団地
分譲面積
分譲企業数 社
代表的な製造企業

インダストリアルソリュー
ションズ社郡山事業所

須賀川工業団地
分譲面積
分譲企業数 社
代表的な製造企業 株 福島 製作所

玉川工業団地
分譲面積
分譲企業数 社
代表的な製造企業

工業の森・新白河 、Ｃ工区
分譲面積
分譲企業数 社
代表的な製造企業

７ 白坂工業団地
分譲面積
分譲企業数 社
代表的な製造企業

半導体

分譲面積 分譲企業数 社
（残１区画 ：立地協定締結済

⇒商工労働部へ移管
代表的な製造企業

田村西部工業団地

分譲面積
分譲企業数 社
残 区画

⇒商工労働部へ移管

新白河ビジネスパーク

分譲面積 分譲企業数 ３社
残２区画

⇒商工労働部へ移管

いわき四倉中核工業団地 第 期

工業製品出荷額等 億円 県全体の出荷額の約
従業員数 人

分譲面積
分譲企業数 社
代表的な製造企業

４ 本宮工業団地

分譲面積
分譲企業数 社

県内製造業の生産活動を支える企業局 －製造業立県の礎を築く－ 企業局資料を加工２

−  44  −



−  45  −



−  46  −



−  47  −



−  48  −



−  49  −



−  50  −



−  51  −



−  52  −



−  53  −



−  54  −



−  55  −



−  56  −



−  57  −





  　　　　１１　　県県  立立  病病  院院  のの  医医  療療  提提  供供  状状  況況

ふくしま医療センターこころの杜（令和４年10月開院予定）

会津・南会津地域

県北地域

県中地域

県南地域

相双地域

いわき地域

宮宮下下病病院院

三三島島町町

南南会会津津病病院院

南南会会津津町町

矢矢吹吹病病院院

矢矢吹吹町町

〃〃 附附属属ふふたたばば復復興興診診療療所所（（リリカカーーレレ））

（（楢楢葉葉町町））

66.9%

○宮下病院（昭和２６年１１月～） ※診療圏唯一の病院

人（R4.4.1)

53.3％

　 32床 病床利用率

経営概況 単位 医業収益 医業費用 純損益
（令和３年度） 千円 △ 1,987

延入院患者数

延外来患者数 18,036人

    ４人（令和３年度）

 内科、外科、整形外科、耳鼻咽喉科

　　病　床　数

外来

      診療圏人口

　　高齢化率

　　主な診療科

　　医　師　数（常勤）

2,094人

  柳津町・三島町・金山町・昭和村

5.７人/日

74.5人/日
患者数

（令和３年度）

　　診　療　圏

入院

○南会津病院（昭和２４年７月～） ※診療圏唯一の病院

人（R4.4.1）

44.8％

　 98床 病床利用率

経営概況 単位 医業収益 医業費用 純損益
（令和３年度） 千円 △ 2,609

入院

58,365人

延入院患者数

延外来患者数

  9人（令和３年度）

　　主な診療科  内科、外科、整形外科、小児科

　　医　師　数（常勤）

　　病　床　数

14,431人

241.2/日

患者数
（令和３年度）

39.5人/日

外来

 南会津町・下郷町・檜枝岐村・只見町　　診　療　圏

      診療圏人口

　　高齢化率

【現状】県立病院は、政策医療に特化した病院運営を行っています。

① 民間医療機関の進出が困難な中山間地域における医療提供を担う

「南会津病院」、「宮下病院」

② 精神科の先進的な専門医療を担う「矢吹病院」

③ 震災からの復興・再生を支える「ふたば医療センター附属病院」、

「ふたば復興診療所（リカーレ）」

ふふたたばば医医療療セセンンタターー附附属属病病院院

（（富富岡岡町町））

－ 病床利用率 －

経営概況 単位 医業収益 医業費用 純損益
（令和３年度） 千円

患者数
（令和３年度）

入院 － －

外来 24.9人/日

○ふたば復興診療所（リカーレ）（平成２８年２月～）

　　診　療　圏

　　主な診療科  内科、整形外科

　　医　師　数（常勤）

延入院患者数

延外来患者数 6,034人

　双葉地域

      診療圏人口 人（R4.4.1居住人口）

　３０床 病床利用率

経営概況 単位 医業収益 医業費用 純損益
（令和３年度） 千円

　　診　療　圏 　双葉地域

○ふたば医療センター附属病院（平成３０年４月～）

人（R4.4.1居住人口）

　　主な診療科  内科、救急科

2,558人

外来 12.5人/日

      診療圏人口

　　病　床　数

患者数
（令和３年度）

入院 7.0人/日

　　医　師　数（常勤）       ２人（令和3年度）

延入院患者数

延外来患者数 4,556人

○矢吹病院（昭和３０年１１月～）

人（R4.4.1）

27.0％

　196床 病床利用率

経営概況 単位 医業収益 医業費用 純損益
（令和３年度） 千円 △ 2,529

　　診　療　圏

患者数
（令和３年度）

入院

      診療圏人口

延入院患者数

延外来患者数

　　高齢化率

　　医　師　数（常勤）       8人（令和3年度）

　　主な診療科  精神科、内科

　　病　床　数

21,776人

32,043人87.8人/日

90.0人/日

　県中・県南地域

外来

大大野野病病院院 大大熊熊町町））

（（休休診診中中
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入　院 外　来 医 業 損 益(円)  純 損 益(円)
(前年度比増減率 %) (前年度比増減率 %) （前年度比増減率 %） （前年度比増減率 %）

２　病 院 別 の 経 営 概 況（令和3年度）

人　件
費　率
(％)

内

　

訳

矢 吹 病 院

全　　　　体

(△ 3.0)

病　床
利用率
(％)

経　営　収　支

病　院　名

延 患 者 数（人）

△ 494,440,401 △ 1,986,763 

△ 105,595,165 △ 22,662,203 

注　１ 病 床 利 用 率 ＝ ×100   　　　 ３ 一般会計繰入率＝
運用病床数×年間診療日数

延入院患者数 繰 入 金

ふたば 医療セン
タ ー
附 属 病 院

大 野 病 院
休 止 中

南 会 津 病 院

(△ 3.4)

宮 下 病 院

×100

ふたば復興診療
所

(△ 17.5)

４　　費　用　係　数＝
医業収益
総 費 用実質人件費

×100   　　   ４
医 業 収 益

２ 人 件 費 率 ＝

本 局

×100
医業収益

経　営　概　況

△ 4,157,592,722 △ 37,246,459 ふくしま県立病院事業改革プラ
ンにより安定した政策医療の運
営と経営改善に向けた取組を進
める必要がある。（0.5％） （76.8％）

△ 998,418,637 △ 2,529,230 
地域生活移行により入院収益が
減、児童思春期外来「ふくしま
モデル」の実施等により外来収
益増（9.4％） （21.0％）

費　用
係　数
(％)

職員数
　

(人)

一般会計
繰 入 率
(％)

常勤医師増により給与費が増加
したものの、紹介患者受入増に
より収益増、常勤医師増による
入院及び外来の収益増（△4.3％） （224.0％）

△ 914,267,881 △ 2,609,088 
新型コロナ患者の積極受入や整
形外科常勤医師の通年配置によ
る入院及び外来収益が増､診療応
援経費､材料費、委託料等の増（△6.3％） （46.3％）

診療実績なし
建物現況調査業務委託の実施に
よる費用増

（8.4％） （107.6％）

△ 1,009,539,613 
救急患者及び新型コロナウイル
ス患者の積極受入により入院、
外来の収益増

（△1.5％） （△24.7％）

△ 149,057,590 
院外処方実施、整形外科診療日
数減等により収益減

（△1.5％） （12.0％）

△ 486,273,435 △ 8,783,359 
廃止病院跡地土壌入替経費等に
より費用増

（6.0％） （19.5％）
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